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第111期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表

（2019年4月1日から2020年3月31日まで）

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社
定款の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.mitsuuroko.com/）に掲載することにより株主の
皆様に提供しております。

表紙
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　：34社
・主要な連結子会社の名称：株式会社ミツウロコヴェッセル

株式会社ミツウロコエナジーフォース
株式会社ロジトライホールディングス
ミツウロコグリーンエネルギー株式会社
株式会社ミツウロコヴォイジャーズ
株式会社ミツウロコ
株式会社ミツウロコクリエイティブソリューションズ

　②　非連結子会社の状況
　該当事項はありません。
　なお、前連結会計年度において非連結子会社であった株式会社下館ＬＰガス供給センター及び株式会
社日立ＬＰガス供給センターについては、当連結会計年度において清算結了しております。

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数：６社
・会社の名称　　　　　　：新潟サンリン株式会社

株式会社富津ソーラー
株式会社水郷潮来ソーラー
入間ガス株式会社
ジャパンエナジック株式会社
大城エネルギー株式会社

②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
・主要な会社の名称　　　：伊香保ガス株式会社

東松山ガス株式会社
・持分法を適用しない理由：持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算
書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないた
め持分法の適用範囲から除外しております。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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⑷　会計方針に関する事項
①　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式　　－ 持分法非適用関連会社株式については、移動平均法による原価法を
採用しております。

その他有価証券
時価のあるもの　－　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。
時価のないもの　－　移動平均法による原価法を採用しております。

②　デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ　　－　時価法を採用しております。

③　たな卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し
ております。
商品　　　　　　　－　主に移動平均法を採用しております。
製品　　　　　　　－　主に移動平均法を採用しております。
原材料及び貯蔵品　－　主に先入先出法を採用しております。

④　固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）

　－　定率法を採用しております。ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（附属
設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては、定額法を採用しております。また、電力事業を行っている一部の連結子
会社の機械装置については、定額法を採用しております。
なお、耐用年数及び残存価額については、主として法人税法に規定する方法と同
一の基準によっております。

無形固定資産（リース資産を除く）
　－　定額法を採用しております。

なお、のれんについては、その効果の及ぶ期間（主に５年または10年）に基づく
定額法を採用し、市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売数量に基づ
く償却額と残存有効期間（３年以内）に基づく定額法による償却額とのいずれか
大きい金額を計上する方法を採用し、自社利用のソフトウェアについては、社内
における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

リース資産　　　　－　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
⑤　繰延資産の処理方法

開業費　　　　　　－　開業のときから５年間の均等償却を行っております。
⑥　引当金の計上基準

貸倒引当金　　　　－　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不
能見込額を計上しております。

賞与引当金　　　　－　従業員に対して支給する賞与に充てるため設定しており、会社規程に基づく支払
所要額をもって計上しております。

役員賞与引当金　　－　一部の連結子会社は役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込
額に基づき計上しております。

株式給付引当金　　－　役員の株式給付に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要給付額を計上し
ております。

役員退職慰労引当金－　一部の連結子会社は役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結
会計年度末要給付額を計上しております。

⑦　ヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法　－　原則として繰延ヘッジ処理によっております。

なお、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を
採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）　　　（ヘッジ対象）

金利スワップ　　　　借入金の利息
ヘッジ方針　　　　－　金利変動の損失可能性を減殺する目的で行っております。

なお、ヘッジ取引については、市場リスク管理規程に基づき、取締役会の承認に
より実施しております。また、取引の実行管理はファイナンス＆コントロールセ
ンターで集中して行っております。

ヘッジ有効性評価の方法
　－　ヘッジ手段及びヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計を半期毎に比較し、

両者の変動額等を基礎にしてヘッジ有効性を評価することを原則としております。
　　なお、当連結会計年度末に存する金利スワップについては、ヘッジ効果が極めて

高いことから有効性の評価を省略しております。
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⑧　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

　－　リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。
退職給付に係る会計処理の方法

　－　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見
込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上
しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結
会計年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によってお
ります。数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業
員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主に10年）による定額法により按分
した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしておりま
す。未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部にお
けるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

消費税等の会計処理について
　－　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２．追加情報
（取締役に対する業績連動型株式報酬制度）

　当社は、当社の監査等委員である取締役以外の取締役（社外取締役を除きます。以下「対象取締役」とい
います。）に対して、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、
新たな業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（ＢＢＴ（Board Benefit Trust））」（以下「本制度」と
いいます。）を導入しております。

⑴取引の概要
　本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、当社の対象取締役に対し
て、当社が定める役員株式給付規定に従って、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭が信
託を通じて給付される業績連動型の株式報酬制度です。なお、当社の対象取締役が当社株式の給付を受ける
時期は、原則として対象取締役の退任時となります。

⑵信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により純資産の部に自己株
式として計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、164百万円
及び267,900株であります。

３．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

　持分法適用関連会社と金融機関との間で締結した借入契約に基づく債務の担保として関係会社株式506
百万円を供しております。
　なお、金融機関借入に対して担保に供している建物及び構築物1百万円、土地39百万円がありますが、
当連結会計年度末現在、対応する債務はありません。

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 47,057百万円

⑶　有形固定資産等に係る国庫補助金等の受入による圧縮記帳累計額
　有形固定資産等に係る国庫補助金等の受入による圧縮記帳累計額は、建物及び構築物177百万円、機械装
置及び運搬具2,205百万円、その他63百万円、計2,446百万円であります。

４．連結損益計算書に関する注記
⑴　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

給料手当 6,848百万円
賞与引当金繰入額 815百万円
役員賞与引当金繰入額 17百万円
役員退職慰労引当金繰入額 30百万円
株式給付引当金繰入額 31百万円
退職給付費用 285百万円
減価償却費 1,670百万円
貸倒引当金繰入額 83百万円
のれん償却額 194百万円
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⑵　固定資産売却益の内訳
建物及び構築物 93百万円
機械装置及び運搬具 1百万円
その他 0百万円

計 95百万円

⑶　固定資産売却損の内訳
土地 75百万円

計 75百万円

⑷　固定資産除却損の内訳
建物及び構築物 16百万円
機械装置及び運搬具 41百万円
除去に伴う撤去費用等 86百万円
その他 10百万円

計 154百万円

⑸　減損損失
　　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

会 社 用 途 種 類 場 所 減 損 損 失
(百万円）

㈱ミツウロコグループホールディングス 遊休資産 土地、建物等 埼玉県熊谷市 他 114

㈱ ミ ツ ウ ロ コ エ ナ ジ ー フ ォ ー ス 遊休資産 有形固定資
産その他 東京都中央区 0

㈱ ミ ツ ウ ロ コ ヴ ェ ッ セ ル 遊休資産 建物等 埼玉県熊谷市 他 38

㈱ ミ ツ ウ ロ コ ヴ ェ ッ セ ル 中 部 遊休資産 建物等 岐阜県美濃加茂市 2

陸 奥 高 圧 ガ ス ㈱ 遊休資産 土地 青森県青森市 46

ミ ツ ウ ロ コ ド ラ イ ヴ ㈱ 事業用資産 建物等 千葉県松戸市 他 3

㈱ ス イ ー ト ス タ イ ル 事業用資産
建物等 静岡県静岡市 他 58

のれん 東京都中央区 1,083

㈱ ミ ツ ウ ロ コ プ ロ ビ ジ ョ ン ズ 事業用資産 建物等 愛知県一宮市 他 35

カ ー ル ス ジ ュ ニ ア ジ ャ パ ン ㈱ 事業用資産 建物等 神奈川県藤沢市 他 145
　当社グループは、減損損失を認識するにあたり、エネルギー事業及びその他事業の資産については、主
に投資の意思決定単位である支店グループ別に資産のグルーピングを行い、電力事業、フーズ事業及びリ
ビング＆ウェルネス事業の資産、遊休資産については、物件別にグルーピングを行っております。また、
当社の本社及び厚生施設等については、独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産と
しております。
　遊休資産については、遊休状態にあり将来の用途が定まっていないことまたは市場価値の下落により、
事業用資産及びのれんについては、収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなったため、帳簿価額
を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上いたしました。その主な内訳は、のれん
1,083百万円、建物及び構築物240百万円、土地137百万円、有形固定資産その他57百万円、無形固定資
産その他０百万円、投資その他の資産その他６百万円であります。
　なお、のれんの回収可能価額は、使用価値により測定し、将来キャッシュフローを8.22％で割り引いて
算定しております。資産グループごとの回収可能価額は、正味売却価額により測定しております。正味売
却価額については、重要度の高い資産は不動産鑑定評価基準に基づく評価額を、それ以外は固定資産税評
価額を基礎に公示価格相当額へ調整を行った額により評価しております。

⑹　店舗閉鎖損失
　連結子会社における店舗閉鎖に伴って生じたたな卸資産の廃棄損、固定資産の除却損及び閉鎖店舗の除
去費用等であります。
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 株 式 数 （ 千 株 ）

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数 （ 千 株 ）

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数 （ 千 株 ）

当 連 結 会 計 年 度 末
株 式 数 （ 千 株 ）

普 通 株 式 62,332 － － 62,332

⑵　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 株 式 数 （ 千 株 ）

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数 （ 千 株 ）

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数 （ 千 株 ）

当 連 結 会 計 年 度 末
株 式 数 （ 千 株 ）

普 通 株 式 386 0 23 363

（注）１.普通株式の自己株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。
２.普通株式の自己株式数の減少23千株は、株式給付信託（ＢＢＴ）からの給付による減少23千株、単元

未満株式の買増請求による減少０千株であります。
３.当連結会計年度末株式数には、株式給付信託（ＢＢＴ）に関する資産管理サービス信託銀行株式会社

（信託Ｅ口）が所有する当社株式267千株が含まれております。

⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額

2019年５月９日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・普通株式の配当に関する事項

配当金の総額 1,246百万円
１株当たり配当額 20円
基準日 2019年３月31日
効力発生日 2019年６月24日

（注）配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式に
対する配当金５百万円が含まれております。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
2020年５月15日開催の取締役会において、次のとおり決議いたしました。

・普通株式の配当に関する事項
配当金の総額 1,433百万円
１株当たり配当額 23円
基準日 2020年３月31日
効力発生日 2020年６月22日

（注）配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式に
対する配当金６百万円が含まれております。

６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時
的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また短期的な運転資金は銀行借入により調達しております。
デリバティブ取引は、主に借入金の金利変動リスク及び石油製品等の価格変動リスクを回避するために
利用しております。

②　金融商品の内容及びリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金、リース債権及びリース投資資産は顧客の信用リスクに晒されて
おります。当該リスクに関しては、「グループ経理規程」に従い、月次で営業担当者が取引先毎の期日
管理及び残高管理を行っております。
　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する
企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。
　営業債務である買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日です。
　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る
資金調達です。変動金利の借入金は、キャッシュ・フロー変動リスクに晒されておりますが、個別契約
毎にデリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。
　デリバティブ取引は、金利スワップ取引以外に石油製品等の価格変動リスクを回避する目的で商品先
物取引等を行っております。デリバティブ取引の執行・管理は「市場リスク管理規程」に基づき、当社
の取締役会による承認に従って実施しております。金利スワップ取引の実行管理は当社のファイナンス
&コントロールセンターにおいて、商品先物取引等の実行は、連結子会社において、管理はファイナン

－ 5 －

連結注記表



2020/05/27 10:54:46 / 19598050_株式会社ミツウロコグループホールディングス_招集通知（Ｆ）

ス&コントロールセンター及び連結子会社において集中して行っております。
　また、営業債務や借入金、リース債務は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、
各社が月次に資金繰り計画を作成するなどの方法により管理しております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価額が変動することもあります。また、「⑵　金融商品の時価等に関する
事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係
る市場リスクを示すものではありません。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2020年３月31日（当連結会計年度末）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ
いては、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含ま
れておりません。（（注）２．参照）

連結貸借対照表
計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）
①現金及び預金 28,504 28,504 －
②受取手形及び売掛金 16,653 16,653 －
③リース債権及びリース投資資産 2,515 2,515 －
④投資有価証券

その他有価証券 23,172 23,172 －
資産計 70,845 70,845 －
①支払手形及び買掛金 16,111 16,111 －
②短期借入金 2,420 2,420 －
③長期借入金 9,856 9,861 5
④リース債務 1,187 1,187 －
負債計 29,575 29,580 5
デリバティブ取引（＊）
①ヘッジ会計が適用されていないもの (13) (13) －
②ヘッジ会計が適用されているもの (100) (100) －
デリバティブ取引計 (114) (114) －
(＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては、( )で示しております。
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産
①　現金及び預金

　預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており
ます。

②　受取手形及び売掛金
　受取手形及び売掛金は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。

③　リース債権及びリース投資資産
　リース債権及びリース投資資産の時価は、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に
想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

④　投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、投資信託等は、取引金融機関から提示さ
れた価格によっております。

負債
①　支払手形及び買掛金、並びに②短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって
おります。

③　長期借入金
　長期借入金のうち、固定金利によるものは、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り
引いた現在価値により算定しております。

－ 6 －
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　変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また当社の信用状況は実行後大きく異なってい
ないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。

④　リース債務
　リース債務の時価は、新規に同様の取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により
算定しております。

デリバティブ取引
①　ヘッジ会計が適用されていないもの

種類 契約額等
（百万円）

契約額のうち１年超
（百万円） 時価（百万円） 評価損益

（百万円）
市場取引
　商品先物取引
　　石油製品
　　　　買建
　　　　売建

427
375

－
－

△62
49

△62
49

　　合　計 802 － △13 △13

②　ヘッジ会計が適用されているもの
ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法毎の連結決算日における契
約額または契約において定められた元本相当額等は、次のとおりであります。

区 　 分 デ リ バ テ ィ ブ
取 引 の 種 類 等

主 な
ヘ ッ ジ 対 象

契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

当 該 時 価 の
算 定 方 法うち１年超

(百万円)

原 則 的 処 理 金利スワップ取引
支払固定・受取変動 長期借入金 853 431 △17 取引先金融機

関から提示さ
れた価格等に
よっている。金利スワップ

特 例 処 理
金利スワップ取引
支払固定・受取変動 長期借入金 4,265 3,288 △82

合計 5,119 3,719 △100
（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区　　分 連結貸借対照表計上額（百万円）
投資有価証券
　非上場株式等（＊１） 822
関係会社株式
　非上場株式等（＊２） 3,298

（＊１）　投資有価証券のうち、非上場株式等については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて
困難と認められるものであるため、「④　投資有価証券」には含めておりません。
（＊２）　関係会社株式については、非上場株式等のため、市場価格がなく、時価を把握することが極めて
困難と認められるものであるため、上表には含めておりません。

（注）３．金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

区　　分
１年以内

１年超２年
以内

２年超３年
以内

３年超４年
以内

４年超５年
以内

５年超

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）
現金及び預金 28,504 － － － － －
受取手形及び売掛金 16,653 － － － － －
リース債権及び
リース投資資産

759 619 513 364 170 87

合計 45,917 619 513 364 170 87
（注）４．短期借入金、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

区　　分
１年以内

１年超２年
以内

２年超３年
以内

３年超４年
以内

４年超５年
以内

５年超

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）
短期借入金 2,420 － － － － －
長期借入金 2,642 1,787 2,431 1,514 377 1,103
リース債務 305 225 183 133 82 257
合計 5,368 2,013 2,614 1,648 460 1,360

－ 7 －

連結注記表



2020/05/27 10:54:46 / 19598050_株式会社ミツウロコグループホールディングス_招集通知（Ｆ）

７．賃貸等不動産に関する注記
　当社及び一部の連結子会社では、神奈川県その他の地域において、温浴施設等の健康・スポーツをテ
ーマとした施設及び賃貸用のマンション等(土地を含む）を有しております。当連結会計年度における当
該賃貸等不動産に関する賃貸損益は1,406百万円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価、販
売費及び一般管理費に計上）であります。
　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度における増減額及び時価は、以下
のとおりであります。

連結貸借対照表計上額（百万円） 当連結会計年度末の
時価（百万円）当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

12,416 △594 11,822 21,629
（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であり

ます。
２．当連結会計年度の主な減少額は、減価償却費および連結範囲の変更によるものであります。
３．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいたものです。

８．資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
⑴　当該資産除去債務の概要

　アスベスト除去費用、ＰＣＢ除去費用、賃借事務所等原状回復費用、借地原状回復費用、土壌回復費用
等であります。

⑵　当該資産除去債務の金額の算定方法
　使用見込期間を、当該建物の減価償却期間（主に17年～43年）と見積もり、割引率は当該減価償却期間
に見合う国債の流通利回り（主に0.4％～2.3％）を使用して資産除去債務の金額を算定しております。

⑶　当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減
　資産除去債務の残高の推移は次のとおりであります。

期首残高 1,175百万円
有形固定資産の取得による増加額 36百万円
時の経過による調整額 7百万円
見積りの変更による増加額 2百万円
資産除去債務の履行による減少額 △40百万円
期末残高 1,181百万円

９．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,257円61銭

⑵　１株当たり当期純利益 57円23銭
　株式給付信託（ＢＢＴ）に関する資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社の株
式は、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております（当連
結会計年度末267,900株）。また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除
する自己株式に含めております（当連結会計年度275,566株）。

10．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

（注）本連結計算書類中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨て、比率については表示単位未満の端数
を四捨五入して、それぞれ表示しております。

－ 8 －
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式　－　移動平均法による原価法を採用しております。
その他有価証券

時価のあるもの　－　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの　－　移動平均法による原価法を採用しております。

⑵　デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ　　－　時価法を採用しております。

⑶　固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）

　－　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備
を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、
定額法を採用しております。
なお、耐用年数及び残存価額については、主として法人税法に規定する方法と同一の
基準によっております。

無形固定資産（リース資産を除く）
　－　定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基
づく定額法を採用しております。

リース資産　　　－　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しております。

⑷　引当金の計上基準
貸倒引当金　　　－　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を
計上しております。

賞与引当金　　　－　従業員に対して支給する賞与に充てるため設定しており、会社規程に基づく支払所要
額をもって計上しております。

株式給付引当金　－　役員の株式給付に備えるため、内規に基づく当事業年度末要給付額を計上しておりま
す。

退職給付引当金　－　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ
き､当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。なお､数
理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（14年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業
年度から費用処理することとしております。

⑸　ヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法　－　原則として繰延ヘッジ処理によっております。

なお、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を採
用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）　　　　　（ヘッジ対象）
金利スワップ　　　　　　借入金の利息

ヘッジ方針　　　　－　金利変動の損失可能性を減殺する目的で行っております。
なお、ヘッジ取引については、市場リスク管理規程に基づき、取締役会の承認によ
り実施しております。また、取引の実行管理はファイナンス＆コントロールセンタ
ーで集中して行っております。

ヘッジ有効性評価の方法
　－　ヘッジ手段及びヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計を半期毎に比較し、両

者の変動額等を基礎にしてヘッジ有効性を評価することを原則としております。
なお、当事業年度末に存する金利スワップについては、ヘッジ効果が極めて高いこ
とから有効性の評価を省略しております。

－ 9 －
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⑹　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
①退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類における会計処理の方法と異
なっております。
②消費税等の会計処理について
　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２．追加情報
（取締役に対する業績連動型株式報酬制度）

　当社は、当社の監査等委員である取締役以外の取締役（社外取締役を除きます。以下「対象取締役」とい
います。）に対して、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、
新たな業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（ＢＢＴ（Board Benefit Trust））」（以下「本制度」と
いいます。）を導入しております。

⑴取引の概要
　本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、当社の対象取締役に対し
て、当社が定める役員株式給付規定に従って、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭が信
託を通じて給付される業績連動型の株式報酬制度です。なお、当社の対象取締役が当社株式の給付を受ける
時期は、原則として対象取締役の退任時となります。

⑵信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により純資産の部に自己株
式として計上しております。当事業年度末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、164百万円及び
267,900株であります。

３．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 23,426百万円

⑵　有形固定資産等に係る国庫補助金等の受入による圧縮記帳累計額
　有形固定資産等に係る国庫補助金等の受入による圧縮記帳累計額は、建物4百万円、構築物14百万円、
計18百万円であります。

⑶　保証債務
　関係会社の金融機関からの借入に対し1,753百万円、買掛債務に対し324百万円の債務保証を行ってお
ります。

⑷　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）
①　短期金銭債権 99百万円
②　短期金銭債務 69百万円
③　長期金銭債務 185百万円

－ 10 －
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４．損益計算書に関する注記
⑴　関係会社との取引高

①　営業収益 5,722百万円
②　営業費用 578百万円
③　営業取引以外の取引高 125百万円

⑵　営業収益の内訳
①　グループ運営収入等 1,948百万円
②　不動産賃貸収入 2,886百万円
③　関係会社受取配当金 956百万円

⑶　営業費用の内訳
①　不動産賃貸費用 1,254百万円
②　一般管理費 2,259百万円

⑷　固定資産売却益の内訳
建物 86百万円
構築物 0百万円
車両運搬具 1百万円
工具、器具及び備品 0百万円

計 87百万円

⑸　固定資産売却損の内訳
土地 69百万円

⑹　固定資産除却損の内訳
建物 3百万円
構築物 1百万円
機械及び装置 6百万円
工具、器具及び備品
ソフトウェア
除却に伴う撤去費用等

0百万円
4百万円

29百万円
計 45百万円

⑺　減損損失
　　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

用 途 種 類 場 所 減 損 損 失（百万円）
遊休資産 土地・建物等 埼玉県熊谷市 他 114

　当社は、減損損失を認識するにあたり、エネルギー事業及びその他事業の資産については、主に投資の
意思決定単位である支店グループ別に資産のグルーピングを行い、電力事業及びリビング＆ウェルネス事
業の資産、遊休資産については、物件別にグルーピングを行っております。また、当社の本社及び厚生施
設等については、独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産としております。
　上記の資産については、遊休状態にあり将来の用途が定まっていないことにより、帳簿価額を回収可能
価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上いたしました。
　その主な内訳は、土地91百万円、建物及び構築物16百万円、有形固定資産その他5百万円であります。
　なお、資産グループごとの回収可能価額は、正味売却価額により測定しております。

　　　　正味売却価額については、重要度の高い資産は不動産鑑定評価基準に基づく評価額を、それ以外は固定
　　　資産税評価額を基礎に公示価格相当額へ調整を行った額により、評価しております。

－ 11 －
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５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度 期 首
株 式 数 ( 千 株 )

当 事 業 年 度
増加株式数(千株)

当 事 業 年 度
減少株式数(千株)

当 事 業 年 度 末
株 式 数 ( 千 株 )

普 通 株 式 290 0 23 268

（注）１．普通株式の自己株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。
２．普通株式の自己株式数の減少23千株は、株式給付信託（ＢＢＴ）からの給付による減少23千株、単元

未満株式の買増請求による減少0千株であります。
３．当事業年度末株式数には、株式給付信託（ＢＢＴ）に関する資産管理サービス信託銀行株式会社（信

託Ｅ口）が所有する当社株式267千株が含まれております。

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産 （百万円）

子会社株式 1,827
子会社株式評価損 548
投資有価証券評価損 400
資産除去債務 185
減損損失 137
貸倒引当金 165
繰延ヘッジ損益 5
未払事業税 25
その他 51

繰延税金資産小計 3,347
評価性引当額 △2,844

繰延税金資産合計 503
繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △1,295
その他有価証券評価差額金 △1,926
子会社株式 △49
資産除去債務に対応する除去費用 △25
その他 △28

繰延税金負債合計 △3,326
繰延税金負債の純額 △2,823

－ 12 －
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７．関連当事者との取引に関する注記
子会社等

種 類 会 社 名 住 所 資 本 金
( 百 万 円 ) 事業の内容

議決権等の
所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額
(百万円) 科 目 期末残高

(百万円)

子会社 株 式 会 社
ミ ツ ウ ロ コ

東京都
中央区 10 リビング＆

ウェルネス
（所有）

直接
100.0

役員の兼任等

不動産賃貸
収入 1,035 － －

資金の借入 667

関係会
社短期
借入金

867

関係会
社長期
借入金

1,381

子会社
株 式 会 社
ミ ツ ウ ロ コ
エ ナ ジ ー
フ ォ ー ス

東京都
中央区 10 エネルギー

（所有）
直接

100.0
役員の兼任等 資金の借入 2,018

関係会
社短期
借入金

2,724

子会社
株 式 会 社
ミ ツ ウ ロ コ
ヴ ェ ッ セ ル

東京都
中央区 25 エネルギー

（所有）
直接

100.0
役員の兼任等

経営指導料
収入 993 － －

不動産賃貸
収入 1,071 － －

資金の借入 3,599
関係会
社短期
借入金

4,123

子会社
株 式 会 社
ミ ツ ウ ロ コ
ヴ ェ ッ セ ル
東 北

宮城県
仙台市
青葉区

10 エネルギー
（所有）

間接
100.0

資金の借入等 資金の借入 1,259
関係会
社短期
借入金

1,496

子会社
株 式 会 社
ミ ツ ウ ロ コ
ヴ ェ ッ セ ル
中 部

愛知県
名古屋市
中川区

10 エネルギー
（所有）

間接
100.0

資金の借入等 資金の借入 981
関係会
社短期
借入金

1,035

子会社

株 式 会 社
ミ ツ ウ ロ コ
クリエイティ
ブソリューシ
ョ ン ズ

埼玉県
さいたま

市
大宮区

30 エネルギー
（所有）

直接
100.0

役員の兼任等 システム
運用委託等 461 未払

費用 47

子会社
ミ ツ ウ ロ コ
グ リ ー ン
エ ネ ル ギ ー
株 式 会 社

東京都
中央区 450 電 力

（所有）
直接

100.0
役員の兼任等 債務保証 1,464 － －

子会社
株 式 会 社
ミ ツ ウ ロ コ
ヴ ォ イ
ジ ャ ー ズ

東京都
中央区 100 フ ー ズ

（所有）
直接

100.0
役員の兼任等 － －

関係会
社長期
貸付金

1,573

（注）　取引条件及び取引条件の決定方針等
１．上記のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
２．資金の借入は、キャッシュ・マネジメント・システム（ＣＭＳ）によるものであります。なお、取

引金額には借入金の期中平均残高を記載しております。
３．金利については、市場金利を勘案して決定しております。
４．債務保証は、金融機関からの借入金及び買掛債務に対するものであります。
５．経営指導料収入及び不動産賃貸収入は、契約に基づいて取引価額を決めております。
６．システム運用の委託料については、契約に基づいて取引価額を決めております。

８．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
⑴　当該資産除去債務の概要

　アスベスト除去費用、賃借事務所等原状回復費用、借地原状回復費用であります。
⑵　当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を、当該建物の減価償却期間（18年～43年）と見積もり、割引率は当該減価償却期間に見合
う国債の流通利回り（1.3％～2.3％）を使用して資産除去債務の金額を算定しております。

⑶　当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 618百万円
時の経過による調整額 4百万円
資産除去債務の履行による減少額 △16百万円
期末残高 606百万円
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９．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,044円89銭
⑵　１株当たり当期純利益 22円51銭

　株式給付信託（ＢＢＴ）に関する資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社の株式
は、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております（当事業年
度末267,900株）。また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株
式に含めております（当事業年度275,566株）。

（注）本計算書類中の記載金額は表示単位未満の端数を切り捨て、比率については表示単位未満の端数を四捨五
入して、それぞれ表示しております。
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